
 
 
 
 

参考資料 
 
 

（第１回インサイダー取引規制に関する 

ワーキング・グループ配付資料） 



審 議 事 項 

① 純粋持株会社に係る重要事実 

  純粋持株会社（単体）の売上高等は、グループ会社からの配当など。 

  純粋持株会社に係る合併等の軽微基準（売上高の 10％未満等）や決

算情報変更の重要基準（売上高の 10％以上等）については、連結ベー

スの基準とすることについてどう考えるか。 

② 企業の組織再編に係る規制の適用関係 

  企業が合併等の組織再編を行う場合に、例えば下記の点について規

制が中立的でないとの指摘があることについてどう考えるか。 

 ・保有株式の承継について、合併等の場合には規制が適用されない一

方、事業譲渡の場合には規制が適用 

 ・合併等の対価について、新株発行の場合には規制が適用されない一

方、自己株式の交付の場合には規制が適用 

③ グループ経営に関するその他の事項 

  グループ経営とインサイダー取引規制について、上記のほか議論す

べき事項はあるか。 
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売上高の 10％は 10 億円

甲乙HD 

甲社 乙社 

売上高 1,500 億 売上高 1,500 億

配当 60 億 配当 40 億
純粋持株会社 

子会社 子会社 

・売上高 10億円以上の会社を子会社とする場合には軽微基

準に該当しない。 

・売上高に関する決算予想値等の変更増減額が 10億円以上

の場合には重要基準に該当する。 

【純粋持株会社に係る重要事実】 

売上高 1,500 億 売上高 1,500 億

・売上高 150 億円未満の会社を子会社とする場合

等には軽微基準に該当する。 

・売上高に関する決算予想値等の変更増減額が

150 億円未満の場合には重要基準に該当しない。 

売上高の10％
は 150 億円 

甲社 乙社 

売上高の10％
は 150 億円 
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事業 a 

事業 b 

事業 c 

取引先の
上場株式 

Ａ社 

Ｃ社 

 

存続会社 

 

譲受会社

吸収合併 

事業譲渡 

⇒｢売買等｣に当たらない 

⇒｢売買等｣に当たる 

Ｂ社 

Ｄ社 

全財産が包括的に移転 

財産の個別移転 

 

消滅会社 
 

存続会社 

株主 

 

消滅会社 
 

存続会社 

株主 

吸収合併 

吸収合併 

〔対価〕新株を発行 

〔対価〕自己株式を交付 

⇒｢売買等｣に当たらない 

⇒｢売買等｣に当たる 

Ｅ社 Ｆ社 

Ｇ社 Ｈ社 

合併と事業譲渡 新株発行と自己株式の交付 

【企業の組織再編に係る規制の適用関係】 資料４－３ 

事業 a’ 

事業 b’ 

事業 c’ 

取引先の
上場株式 

※いずれも流通市場における取引ではなく、会社法に定める手続きに基づき行う組織再編行為 


